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広 報 連 絡 
<市長定例記者会見資料> 

 

１ 件   名  

「介護サービス質の評価先行自治体検討協議会（案）」について 

 

２ 内   容   

状態像が維持・改善した場合に介護サービス事業者へインセンティブ

付与を実施している６自治体（品川区、川崎市、名古屋市、福井県、滋

賀県、岡山市）と協議会を発足し、第１回協議会を開催する。 

○日時：平成２７年１１月１３日（金）１４時～１６時 

○場所：岡山市役所 第３会議室  

 

３ 備   考  詳細は別添のとおり 

 



○目的

状態像が維持・改善した場合に介護サービス事業者へインセンティブ付与を実施している自治体の取
組を共有するとともに、平成３０年度の報酬改定に向け、持続可能な介護保険制度への政策提言（イン
センティブ加算の創設）を行う。

○協議会の構成員（６自治体）
川崎市、品川区、名古屋市、福井県、滋賀県、岡山市 の課長クラス

○協議内容及び時期
・ 第１回協議会（各々の取組の報告）
日時：平成２７年１１月１３日（金）１４：００～１６：００
場所：岡山市（岡山市役所内第３会議室）

・ 第２回協議会（政策提言の骨子案協議）
日時：平成２８年７～８月ごろ
場所：東京（品川）付近の会議室

・ 第３回協議会（政策提言の確定）
日時：平成２８年１０月２１日（金）
場所：岡山市（岡山市で開催される全国介護サミット関連）

・ 厚生労働省へ政策提言 （Ｈ２８年度内）

介護サービス質の評価先行自治体検討協議会（案）
介護きびだんごプロジェクト



品川区 福井県 川崎市 岡山市 名古屋市

構成員
福祉部　　高齢者福祉課
課長　永尾　文子

健康福祉部　長寿福祉課
課長　熊谷　庄司

健康福祉局　高齢者事業推
進課
担当課長　武田　克巳

保健福祉局　医療政策推進
課　課長　福井　貴弘

健康福祉局　高齢福祉部
介護保険課　課長　小杉　政已

事業名称
品川区要介護度改善ケア推
奨事業

民間主導要介護度改善交付
事業

滋賀県要介護度改善推進モ
デル事業

介護事業所における要介護
度改善促進事業

「かわさき健康福寿プロジェク
ト」モデル事業

デイサービス改善インセン
ティブ事業

介護予防・日常生活支援総合事
業

理念・目的

入所・入居施設における良質
な介護サービスの提供によ
り、入所・入居者の要介護度
が軽減された場合に、その軽
減に至るサービスの質を評価
し、奨励金を支給することによ
り、当該施設職員の意欲向上
を図るとともにさらに質の高い
サービスの提供が継続的に
行われることを推進する。

高齢者の要介護度を改善し
住み慣れた地域で自立した
生活ができるよう、県内に所
在する介護サービス事業所
が高齢者の要介護度の改善
に取組み、一定の成果を上げ
た場合に交付金を支給する。

高齢者が住み慣れた地域で
自立した生活ができるよう、
介護サービスにおける要介護
度の維持・改善に向けた取組
を図るため、モデルとなる取
組を募集し支援することで要
介護度の改善・維持に効果的
な取組を、広く普及する。

利用者の要介護度の維持・
改善や自立支援に成果を上
げた事業所のサービスの質
や職員の取組等を評価するこ
とにより、県内事業所におけ
る要介護度改善等の取組を
促進する。

介護サービス事業所による要
介護度、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ又はＱ
ОＬの維持・改善の取組結果
に応じた報奨、表彰、公表等
の仕組を構築し、もって、事業
所の評価を高め、介護サービ
スの質が評価される可惜な仕
組みの導入を目指す。

介護サービスの質の評価を
実施し、積極的に利用者の状
態像の維持改善に努める事
業所にインセンティブを付与
することで、質の高い事業所
を増やし、市内事業所のボト
ムアップを図る。

平成27年４月の介護保険法改正
により介護予防訪問介護・介護予
防通所介護（従来のサービス）が
市町村ごとの事業である介護予
防・日常生活支援総合事業（新し
い総合事業）の第１号訪問事業・
第１号通所事業に移行する。
平成２８年６月から新しい総合事
業を開始することを予定しており、
同時に基準緩和サービスを開始
する予定。

対象サービ
ス

品川区施設サービス向上研
究会（H26:13施設）に参加す
る社会福祉法人等が運営す
る高齢者施設が対象（特養、
老健、特定施設）

デイ、デイケア、認知症デイ

居宅サービス、施設サービ
ス、地域密着型サービス、居
宅介護支援
のうち、平均利用実人数が10
人以上の事業所

特養、老健、認知症ＧＨ、デ
イ、デイケア、認知デイ、小規
模多機能、看護小規模多機
能

○協力事業所　１３５事業所
居宅介護支援、デイ等、特
養、訪問介護、福祉用具、
ショートスティ

デイのみ
基準緩和型サービス（ミニデイ型
サービス）

スキーム

・奨励金の交付期間は最大
12か月
・要介護度が１改善
　→１月につき２万円
　要介護度が２改善
　→１月につき４万円
　要介護度が３改善
　→１月につき６万円
　要介護度が４改善
　→１月につき８万円

・届出のあった事業所のうち、
要介護度の改善率が高い２０
事業所に交付する。交付額は
定員１名当たり１万円／月
・改善率の計算は事業所評
価加算と同様。

・要介護度の維持・改善に向
けて取り組まれる実証的な事
業（要介護度改善推進事業
提案）を募集。
・事業内容、事業の確実性、
継続性、発展性等を総合評
価し、選定。
・補助額は上限４０万円（２／
３）だが、要介護度の改善度
が前年を上回った場合は上
限６０万円（３／３）
・補助経費は講師謝金、旅
費、データ分析委託料、会場
使用料等

・交付金の交付
要介護度の維持・改善者数に
加え、成果につながったプロ
セス（手法・取組み内容）や職
員の資質の向上、働きやすい
職場づくり・処遇改善への取
組なども加味し総合的に評価

・職員・チームの表彰
先駆的で優秀な取組を行った
職員・チームを選定し、表彰
するとともに、発表会や事例
集等を通じて、その取組を他
の事業所にフィードバックす
る。

協力事業所のサービスを使っ
ている利用者を対象に、要介
護度、ＡＤＬ等の調査を行い、
下記のインセンティブを付与
する。
・市主催イベントにおける表
彰
・認証シール等の付与
・市のサイトへの掲載
・奨励金に付与（詳細は検討
中）

・事業所とともに選定した質の
評価指標の達成した事業所
を対象に、日常生活機能評価
を活用しアウトカム評価を実
施、上位者にはインセンティ
ブ（奨励金＋情報公開）を付
与する。

基準緩和型サービス（ミニデイ型
サービス）に下記加算を創設
・改善加算
６ヶ月以内に利用者の機能が改
善し、ミニディ型通所サービスの
利用を終了した場合は終了月に
利用月×５０単位程度を加算。週
１回1350単位、週２回2700単位

指標 要介護度 要介護度
計画書を総合評価（内容、確
実性、継続性・発展性、経済
性）＋要介護度

要介護度＋成果につながっ
たプロセス＋職員の処遇改
善等の取組

要介護度、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ又は
ＱОＬ

質の評価指標（５つ）＋日常
生活機能評価

サービス利用者の様態等

開始時期 平成２５年度～ 平成２４～２６年度の３年間 Ｈ２７年度～ Ｈ２７年度～ Ｈ２６年度～ Ｈ２６年度～ 平成２８年度６月～

予算

Ｈ25 6,800千円（対象者４１
名）
Ｈ26 12,460千円（対象者８６
名）

H24  46,480千円　78事業所
H25  36,360千円　125事業所
H26　32,300千円　102事業所

Ｈ27 60万円×30事業所＝
18,000千円

H27 交付金額　12万円／人
×要介護度の改善者数
※交付事業所は上限23事業
所（手上げし、選定する））

H26　　743千円
H27　9,000千円

H27　10,000千円
うち、奨励金1,000千円を想定
       (配分方法は未定)

備考 財源は一般財源
財源は滋賀県介護予防基盤
強化基金を活用

財源は滋賀県介護予防基盤
強化基金を活用

財源は医療介護確保基金を
活用

H26の財源は一般財源、H27
は地方創生交付金（先行型・
10/10）を活用

財源は老人保健健康増進等
補助金（10/10）を活用
奨励金は一般財源

対象サービス、スキーム、指標に
ついては、全て現在検討中の案。

滋賀県
健康医療福祉部　医療福祉推進課

課長　河瀬　隆雄


